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本論文は 7 章で構成される。第 1 章では、NPO の資金調達を支援する市民ファンドの役
割と課題を、既往研究や内閣府の調査結果のレビューに基づいて整理し、本研究の背景と
目的を明確にした。また、論文の全体構成を示した。 
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第 1 章 序論
第 1 章 序論 
 
 































































第 2 節 研究の構成 
 
 本研究は、図 1-1に示す第 1 章の序論～第 7 章の結論で構成する。 
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最後に第 7 章で、本研究で得られた成果と今後の課題について述べる。 
 
 
    















 第 1 章 序論 





(2)  共助の精神によって、地域住民、地縁組織、NPO 等、企業、行政といった多様な主体
が支え合う活動を行っている活力ある社会。 
(3)  NPO 法人、公益財団法人、公益社団法人、一般財団法人、一般社団法人、法人格を持
っていない任意団体を指す。 
(4)  非営利組織（NPO 法人、協同組合、商工会議所、財団及び社団法人）及び企業 
 
＜参考文献＞ 
1） 内閣府：第 8 回「新しい公共」円卓会議資料、pp4-6、2010 
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第2節 NPO の現状と課題 
 
1995 年の阪神・淡路大震災を契機に市民活動団体、ボランティア団体等で法人格の必要
性がクローズアップされ、市民活動団体の法人格取得を容易にするため、1998 年 12 月に特
定非営利活動促進法(以下 NPO 法)が施行された。さらに、2011 年 4 月には、NPO 法が改正
され、認証制度における手続きの簡素化や寄付の税制優遇が受けられる認定制度が創設さ
れた。 
こうした NPO 法の制度の変遷に伴い、図 2-1 に示すように、NPO の認証法人数は、NPO
法施行後の 1999 年の 1,724 団体から 2015 年には 50,867 団体と急速に増加してきている。1）
また、全国の都道府県を対象に、人口 10 万人当たりの NPO 法人数について、2015 年と 20 
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00 年を比較すると、図 2-2 に示すように、2015 年では、2000 年に比べて、全体では平均 8
倍（4 倍～16 倍）と拡大してきているが、都道府県別を比較すると、4 倍から 16 倍の格差
が見られる。 





訳について、2015 年と 2013 年を比較した結果を図 2-3、図 2-4 に示す。収入構成を比較す
ると、2013 年に比べて 2015 年では、「1000 万超 5000 万以下」、「5000 万超 1 億円以下」、「1
億円超」の財政規模を示す団体は増加傾向にある。一方、「100 万以下」、「100 万超 500 万
以下」の財政規模の小さい「500 万以下」の団体は減少傾向にある。団体の収入内訳を図
2-4 で.見ると、2015 年では 2013 年に比べて「事業収入」が 17 ポイント増加し、収入全体




 図 2-2 人口 10万人当たりの NPO 推移（2015/2000） 
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図 2-5 NPO の経営上の課題 
 出所：内閣府「平成 27年度特定非営利活動法人及び市民の社会貢献に関する実態調査報告書」 
 
 





の調査結果を図 2-6 に示す。この図より、2009 年と 2014 年の寄付率を比較すると、2014
年は 2009 年に比べて、寄付した人は 10%増加し、44%と広がってきている。また、2014 年
の個人寄付は、7409 億円（名目 GDP 比 0.2%）となっている。図 2-7 に示す「寄付をした
相手」の調査結果を見ると、共同募金、日本赤十字社、町内会・自治会に寄付した人は、
























































      




   
 図 2-7 寄付をした相手 
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第 3 節 市民ファンドの現状と課題 
平成 22 年 6 月 4 日に「新しい公共」円卓会議 4）がとりまとめた「新しい公共宣言」では、
新しい公共の担い手となる NPO 等(2)に対して、資金供給や活動基盤の面から一体的な支援 
が必要であると述べている。こうした「新しい公共宣言」に基づき、「官」だけ実施できな
かった領域において、市民、NPO、企業が協働して、公的サービスを提供することを目的 
とした「新しい公共支援事業」が平成 23 年度から平成 24 年度にかけて実施された。 
「新しい公共支援事業」を実施した団体の属性を図 2-8 に示す。NPO、財団法人、社会
福祉法人、社団法人、任意団体を合計すると非営利組織が全体の約 70%を占めている。こ
の内、NPO が全体の 52％を占め、「新しい公共」(1)の担い手としての存在感を示している。 
「新しい公共支援事業」では、「新しい公共」(1)の担い手となる NPO 等（2）の自立的な活 
動を支援するため、「①NPO 等の活動基盤整備のための支援事業」、「②寄付募集支援事業」、
「③融資の円滑化事業」、「④つなぎ融資の利子補給事業」、「⑤新しい公共の場づくりモデ
ル事業」の 403 の事業が実施された。403 事業を都道府県別に整理した結果を図2-9に示す。  
事業数では、「兵庫県」が 31 事業と突出している。「兵庫県」は、1995 年 1 月の阪神・淡路
大震災を契機に、市民活動が活発的に行われてきている。こうした市民活動を支援するた








ンド創設への取り組みが 11 事業で実施され、この内の 2 事業を活用事例として整理してい
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表-1 NPO 等の活動を応援する市民ファンドの創設事業 
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表-2 NPO 等の活動を応援する市民ファンドの創設事業の活動事例 


























制度である。以上に述べた 4 つの組織についての組織概要を表-3 に示す。 
 2014 年の米国の個人寄付は、約 27 兆 3504 億円（1 ドル 105.8 円、名目 GDP 比 1.5%）2）

























する民間の地域開発金融機関（Community Development Financial Institutions：以下 CDFI）が
NPO 等の助成を行っている。 
官民協調ファンドは、政府から 1 億 2500 万ポンドの資金と民間銀行、企業の出資により
設立されている。運営は、内務省、大蔵省、ボランタリーセクター代表で行われている。
CDFI は、2002 年のコミュニティ投資減税控除制度の導入にあわせてつくられた制度である。
この CDFI は、中小企業庁が認定している。認定された CDFI に対して証券購入、出資等の
方法で資金提供を行った企業や個人は、5 年間でその額の 25%（年 5%）に相当する法人税
又は所得税が控除されている。さらに、税制優遇措置が認定されている非営利組織は、16
万 7022 団体にのぼっている。官民協調ファンド及び CDFI の組織概要を表-4 に示す。 
 2014 年の英国の個人寄付は、約 1 兆 8100 億円（1 ポンド＝170.8 円、GDP 比 0.6%）2）と
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表-4 英国：NPO の資金調達を支援する民間組織 









第 5 節 既存研究のレビュー 
 本節では、第 1 項で、「NPO 等の組織運営の課題」に関する研究について整理した上で、
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察-復興基金の 4 つの事例から-No45-3,pp13-18,2010.10 
20) 岡村祐：我が国における歴史まちづくりを目的としたまちづくりファンドの到達点と
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第3節 アンケート調査概要と基本属性 
 
アンケート調査対象としては、岡山県晴れの国づくり NET、内閣府 NPO 法人ポータルサ
イト、瀬戸内市まちづくり団体 NET から、岡山市、倉敷市、瀬戸内市において 2 年以上活
動している表 3-2 のまちづくり団体 64 を抽出し、実際に継続的な活動を行っているかどう






























団体ＮＥＴ - 5 4
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が最も多く 43%を占めている。また、年齢構成別では、60 代が最も多く 39%を占めている。
60 代と 70 代を合計した 60 代以上で全体の 58%を占めている。 
 
     
図 3-1 基本属性 
 
 









因子分析による因子負荷量の算出結果を表 3-5 に示す。抽出された第 5 因子までの累積
寄与率は、59.44％であった。この因子負荷量を用いてクラスター分析を行った結果を図 3-2
に示す。また、網かけ部は、因子負荷量 0.40 以上の箇所を示す。樹形図に示されるように、
17 項目の課題は、5 つのグループに分類された。この 5 つのグループの内容を解釈し、「A：
技術やノウハウ」、「B:活動目的」,「C：人や組織」、「D:情報発信」、「E：収入や資金調達力」
とネーミングを設定した。 



















30代 40代 50代 60代 70代以上
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表 3-5 因子負荷量算出結果 
   
 
 
       
図 3-2 活動者の課題クラスター（樹形図） 
 
A:技術や
ノウハウ B:活動目的 C:人や組織 D:情報発信
E:収入及び
資金調達
因子1 因子2 因子3 因子4 因子4
⑬適合した参加型手法 0.683 0.177 0.192 0.257 0.198
⑫活動の評価基準 0.639 0.244 0.321 0.198 0.134
⑮効果的な合意形成手法 0.624 0.373 0.262 0.276 0.236
⑯情報を共有できる場 0.608 0.235 0.184 0.064 0.301
⑭自冶体の助成金活用方法 0.444 0.121 0.119 -0.064 0.434
⑩メンバー間での目的理解の差 0.394 0.665 0.170 0.082 0.093
⑪メンバ―間での目的共有化 0.456 0.620 0.238 0.115 0.119
⑨団体間の目的理解の差 0.094 0.598 0.163 0.068 0.364
⑦組織内の人材育成 0.288 0.100 0.679 0.191 0.008
⑤組織の高齢化 0.439 0.173 0.648 0.043 0.013
⑧リーダーシップの発揮 0.213 0.406 0.547 0.276 0.126
⑥参加者の意識低下 0.431 0.398 0.520 0.332 0.077
 会費の収入減少 -0.026 0.192 0.440 0.112 0.288
⑰情報発信 0.293 0.137 0.321 0.720 0.157
③資金調達の仕組み 0.141 0.118 -0.035 0.080 0.661
②参加者の固定 0.222 0.011 0.537 -0.086 0.642
④市民参加の場の確保 0.168 0.206 0.090 0.256 0.514
変　数
第5因子の累積寄与率(回転後）　59.44% 　網かけ部：因子負荷量0.40以上
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表 3-6 課題分類表 















第 5 節 組織形態別の課題分析と資金調達のマネジメントの方策に関する考察 
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体の 2 カテゴリー)、及び｢活動分野｣(環境、まちづくり、コミュニティの 3 カテゴリー)の 2




組織形態別の分析結果を表 3-7 及び表 3-8 に示す。なお、残差分析は、独立性の検定で
有意となった課題の内、「当てはまる」、「少し当てはまる」の指標に着目して考察した。 
















次に、17 課題項目に対する 4 選択肢による回答のうち、「当てはまる」と「少し当てはま
る」の割合を「課題に当てはまる割合」と再集計し、団体タイプ間の割合の差を比較・考
察した。表 3-7の右欄に示した「課題に当てはまる割合差（NPO-任意団体）」を見ると、任
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ループは、全て任意団体で構成されている。このように、団体タイプ別及び活動分野別で
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(3) 資金調達のマネジメントの方策に関する考察 



















源となる資金調達の手段項目に着目し、任意団体と NPO を対比することで NPO の資金調
達に関するマネジメントの方策を考察する。 
まず、NPO の財政規模の現状をアンケート調査の表 3-4の問 17 の項目を用いて年間の予
算規模を分析した。サンプル数は、団体の代表者として回答した理事長や事務局長の n=24
とした。また、年間予算規模について、首都圏である東京都 7）と地方都市である岡山県を
比較した結果を図 3-5 に示す。この図より、岡山県内のまちづくりを活動領域とする NPO
の 42%が年間予算 100 万円以上の団体で構成されている。一方、東京都内の NPO は、年間
予算 100 万以上が 84%を占め、東京都内の NPO と比べて岡山県内のまちづくりを活動領域







以上を踏まえ, NPO の運営資金上の課題を分析するために、アンケート調査票の表 3-4 
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ため、独立して取り扱った。サンプル数は、団体の代表者が回答した n=106 である。 
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表 3-9 運営資金の目的分類 
      
 
      
図 3-6 団体タイプ別資金調達手段の財源分類 
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第 3 章の分析結果より、岡山県内のまちづくりを活動領域とした任意団体や NPO（特定
非営利活動法人）団体を対象としたアンケート調査結果では、「技術やノウハウ」、「活動目
的」、「人や組織」、「情報発信」、「収入や資金調達力」の 5 つの課題の内、NPO は任意団体
に比べて、「収入や資金調達力」についての認識が最も高いことが明らかとなった。こうし
た中で、NPO 等(1)の資金調達を支援する仕組みとして、市民から集めた寄付金を NPO 等(1)
に助成する仲介組織としての市民ファンドが全国に創設されてきている。1） 



























 第 4 章 市民ファンドの運営実態の把握
るため、市民ファンドの運営年数別の「収益」、「損失」の決算状況も分析する。第 4 章で
は、資金調達スキームタイプを把握した上で、資金調達スキームタイプ別の特徴を分析す








ている団体を市民ファンドとして定義した上で参考資料 1 及び参考資料 2 で全国の市民フ
ァンドを整理している。この内、参考資料 2 では、全国の主な市民ファンドとして整理さ
れている 33 団体全てを対象とした。また、参考資料 2 では網羅されていない市民ファンド
5 団体を参考資料 1 から抽出した。 
さらに、都道府県及び政令指定都市に存在する市民ファンドを補足するため、47 都道府
県及び 20 政令指定都市の web サイトで情報公開されている市民ファンドを対象とし、9 団
体を抽出した。都道府県及び政令指定都市を対象として理由は、公益財団法人や NPO 法人
の認定、認証の機関となっている。アンケート調査の対象とした 47 団体を表 4-1に示す。    
47 団体の活動状況を電話で確認し、活動をしていない(3)「一般財団法人青い森地域創造
基金」、「NPO 法人せんだい・みやぎ NPO センター」、「NPO 法人ぐんま応援ファンド」、「NPO
法人 G-net」、「NPO 法人市民活動センター神戸」の 5 団体を除く 42 団体に対してアンケー
ト調査(4) を実施した。アンケート調査概要を表 4-2 に、分析に使用したアンケート調査内
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表 4-1 アンケート調査対象の市民ファンド 




                      表 4-2 アンケート調査概要 
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表 4-3 アンケート調査内容 






































































第 4 章 市民ファンドの運営実態の把握
(2) 基本属性 





年数では、「3 年以下」が全体の 42%と最も多く、「3 年以下」と「4 年以上 5 年以下」を合
計した「5 年以下」が全体の 66%を占めている。  
これらの傾向は、平成 20 年 12 月の公益法人制度改革関連三法施行や平成 23 年 4 月の改
正 NPO 法施行により寄付優遇税制の対象が拡大されるとともに、認定要件が緩和されたこ
と、さらに平成 23 年から平成 24 年に内閣府が実施した「新しい公共支援事業」の中で寄
付募集支援事業や NPO 等(1)の基盤整備事業 2)等が実施されたことが契機となり、市民ファ
ンドが設立されたことなどに起因すると考えられる。さらに、活動範囲を見ると、都道府
県を主体に活動している団体が全体の 70%と最も多くを占めている。 
アンケート調査の問 5 に示す設立契機と運営年数別のヒストグラムの結果を図 4-2 に示
す。問 5 に示す「公的セクター」とは、政府や地方自治体が直営もしくは財団法人などを
介した形で経営する事業体を指す。図 4-2より、運営年数が「3 年以下」と「4 年以上 5 年
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分析方法は、表 4-3 の問 23 に示す平成 27 年度の「収入」及び「支出」の回答結果を用い
て、「収入」及び「支出」の項目別に内訳を集計し 1 団体当たりの平均金額を算出した。そ
の算出結果を図 4-3及び図 4-4に示す。 
まず、図 4-3より、1 団体当たりの収入項目を見ると、「会費・事業収入」は、収入全体 
の 55％を占め、主要な財源となっている。「寄付金」は、「会費・事業収入」の 5 割以下の
24％を占めている。また、図 4-4 に示す 1 団体当たりの「支出」を見ると、支払助成金や
給料手当等の「事業費」が全体の 92％となっている。 
次に、「年平均寄付金額」、「年平均助成金額」、「常勤スタッフ」等の運営状況を把握する。
「年平均寄付金額」及び「年平均助成金額」は、表 4-3 に示す問 11 の累計寄付金額及び問
14 の累計助成金額を問 23 のファンドの運営年数で除算して各団体の「年平均寄付金額」及
び「年平均助成金額」を算出し、1 団体当たりの「年平均寄付金額」及び「年平均助成金額」
を求めた。なお、「年平均寄付金額」及び「年平均助成金額」については、「100 万未満」、
「100 万以上 500 万未満」、「500 万以上 1000 万未満」、「1000 万以上 5000 万未満」、「5000
万以上 1 億未満」、「1 億以上」の 6 つのカテゴリーに区分した。常勤スタッフの人数は、平
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この図より、「年平均寄付金額」及び「年平均助成金額」ともに、「100 万以上 500 万未満」
全体の 30％以上を占めている。また、「100 万未満」と「100 万以上 500 万未満」を合計し
た「500 万未満」が全体の 50％以上を占めている。一方、「1000 万以上 5000 万未満」、「5000
万以上 1 億未満」、「1 億以上」合計した「1000 万以上」が全体の 20％以上となっている。
常勤スタッフの人数を見ると、「1 人」以下が 37％と最も多く、次に、「2 人以上 3 人以下」







       
            図 4-3 1 団体当たりの収入構成 
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     図 4-5 「年平均寄付金額」・「年平均助成金額」・「常勤スタッフ」 
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いるタイプ 2 と企業や行政からの補助金や助成金が収入源となっているタイプ 3 を設定し、
アンケート調査を通じて検証する。 
分析方法は、表 4-3 に示す問 8 の回答結果をデータとする、単純集計である。資金調達
スキームの単純集計結果を図 4-7 に示す。この図より、タイプ 1 が全体の 64%と最も多く、
次にタイプ 3 が 24%を占めている。タイプ 1 は、市民や企業からの寄付金と団体の事業収入
等による自己収入でファンドの運営と市民公益活動への助成を行っている。この自己収入
によりファンドを運営しているタイプ 1 を「自己財源タイプ」と呼ぶ。タイプ 3 は、タイ
プ 1 と異なり、企業や行政からの補助金や助成金が収入源となっていることから「助成タ
イプ」と呼ぶ。タイプ 2 とタイプ 4 は、全体の 6%と最も少ない。タイプ 2 は、行政からの
出損金や負担金を収入源としていることから「行政支援タイプ」、タイプ 4 は行政からの出 
 
 






























































































































問 4 の設立母体については、アンケート調査を実施した団体の web サイトで公開されて
いる市民ファンドの設立経緯や団体の歩み、組織概要などを参照して表 4-3 に示す問 4 の
質問項目を設定した。「継続的支援」グループ別の分析は、表 4-3 の問 6 の回答結果を使








図 4-8より、「自己財源タイプ」及び「助成タイプ」では、「3 年以下」と「4 年以上 5 年
以下」を合計した「5 年以下」が 29 団体の内、20 団体の約 70%を占め、他のタイプに比べ
て比較的運営年数が短い。「5 年以下」の団体は、第 4 章 2 節の図 4-1で述べたように、平
成 20 年 12 月の公益法人制度改革関連三法施行や平成 23 年 4 月の改正 NPO 法施行により
寄付優遇税制の対象が拡大されるとともに、認定要件が緩和されたこと、さらに平成 23 年




タイプ」では、29 団体の内、18 団体の約 60%が「赤字」経営となり、経営状態が脆弱であ
 49 
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表 4-4 設立母体の用語定義 
       
 
 
    
図 4-10 資金調達スキームタイプ別設立母体 
 
 続いて、資金調達スキームタイプ別の「継続的支援」の分析結果を図 4-11 に示す。この
図より、行政から資金提供を受けていない「市民主体」で運営している「自己財源タイプ」
や「助成タイプ」では、全体の 29 団体の内、設立母体から継続的に支援を受けていない団
















































       
図 4-11 資金調達スキームタイプ別継続的支援 
 
        








































































表 4-5 資金調達スキームグループ別の独立性の検定結果 
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 図 4-14 自己財源・他者財源グループ別の行政からの財政的支援 
 
 





































































                    
 
＜補注＞ 
(1) NPO 法人、公益財団法人、公益社団法人、一般財団法人、一般社団法人、法人格を持 
っていない任意団体を指す。 
(2) 市民の参加と選択のもとで、NPO や企業等が積極的に公共的な財・サービスの提供及 
び提供主体となり、福祉・医療・子供・まちづくり・文化・環境・防災等の身近な分
野において、共助の精神で行う仕組み、体制、活動など。 
(3)  活動を休止している団体 1、活動していない団体 2、他の団体へ基金を移行している団
体 2 を活動していない団体としている。 
(4)  アンケート調査の回答は、団体を責任ある立場で運営している団体の代表及び事務局
長としている。 
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3） 永富聡、藤木秀明、古賀崇史：地域まちづくりにおける市民ファンドの役割とその促
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本節では、第 4 章 4 節で示した資金調達スキームタイプに着目した寄付プログラムの運






 第 5 章 市民ファンドの寄付プログラム活用策の提案 
表 5-1 のとおり設定し、各団体の「年平均寄付金額」は、第 4 章 3 節で算出した分析結果
を使用する。 
各団体の寄付プログラム別の年平均寄付金額は、寄付プログラムの運用割合を示してい
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に示す。「自己財源タイプ」は、「③テーマ別基金」が全体の 3251 万円の内 1432 万円（約
44％）を占め、最も多くの寄付金を集めている。また、他のタイプでは運用されていない
「⑦団体指定基金」や「⑧分野指定基金」に特化した寄付プログラムの運用が見られる。「行
政支援タイプ」では、「④冠基金」が全体の 797 万円の内、397 万円（約 50%）を占め、最
も多くの寄付金を集めている。さらに、「助成タイプ」は、5 つの寄付プログラムを全体の
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象とした。寄付プログラム及び助成した事業分野の用語の説明を表 5-1、表 5-2に示す。 






法人市民活動フォーラムみのお」の 3 団体を示す。以上の 7 団体について、表 4-3 の問 12
及び問 15 の回答結果に示されている各寄付プログラムの運用及び助成した事業分野の割合
を整理した結果を表 5-3に示す。 

















める割合が全体の 90％以上を占めている。この 3 団体は、市民活動の活性化や発展を活動
 62 
 





















表 5-2 助成した事業分野の用語の説明 
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0 0 50 50 0 0 0 0 100% 0 0 20 20 10 0 0 50 0 100%
0 100 0 0 0 0 100% 15 0 5 5 5 10 10 50 0 100%
100 100% 45 10 5 0 0 0 35 5 0 100%
15 0 0 30 0 5 50 100% 10 5 0 5 20 5 10 30 15 100%
100 100% 20 20 20 0 0 20 0 0 20 100%
100 100% 15 0 35 50 0 0 0 0 0 100%




















































 第 5 章 市民ファンドの寄付プログラム活用策の提案 
第 4 節 寄付プログラムの類型化の特性 
本節では、市民ファンドの助成機能を果たす寄付プログラムに着目し、寄付プログラムの
類型化を行い、各団体の寄付プログラムの特性を分析する。助成機能を果たす寄付プログ
















まず、数量化 3 類の固有値算出結果を表 5-5に示し、カテゴリースコア散布図及びカテゴ
リースコアの結果を図 5-4 に示す。表 5-5 より、相関係数 0.5 以上を示す 1 軸及び 2 軸を採
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表 5-5 固有値算出結果 





図 5-4 カテゴリースコア散布図及びカテゴリースコア 
 
軸 固有値 寄与率 累積寄与率 相関係数
1 0.5470 53.94% 53.94% 0.7396
2 0.2809 27.70% 81.64% 0.5300
3 0.1861 18.36% 100.00% 0.4314

































数量化 3 類で算出された 1 軸、2 軸のサンプルスコアを用いてユークリッド距離法とウィ
ード法によるクラスター分析を行った。分析した結果、クラスター1（n＝8）、クラスター2
（n＝17）、クラスター3（n＝7）の 3 つのタイプにグループ化した。3 つのグループと寄付
プログラム運用数の割合を整理した結果を表 5-6に示す。 
また、第 4 章 3 節で算出した団体の年平均寄付プログラム金額を用いて、グループ別の
各寄付プログラム金額比率を求めた。その結果を図 5-5 に示す。寄付プログラム全体に占
める各寄付プログラム運用数や寄付金額の大きさに着目し解釈する。 




ら「市民ファンド・市民テーマ解決グループ」とした。クラスター2 は、表 5-6及び図 5-5
より、4 つの寄付プログラムを 20%～40%前後で寄付金を集めていることから、「寄付プログ
ラム混合グループ」とした。クラスター3 は、表 5-6 及び図 5-5 より、「①ファンド一任型
基金」が 100%を占めていることから「ファンド一任グループ」とネーミングした。 




年年数については、第 4 章 2 節の基本属性で分析したカテゴリーを用いた。また、資金調
達スキームについては、第 4 章 4 節で示した 4 つのタイプで分析する。 






のグループにおいても「自己財源タイプ」が最も多くを占めている。これは、第 4 章 4 節
の図 4-7 に示すように、「自己財源タイプ」が全体の 64%を占め、データに偏りがあること
















て「3 年以下」、「4 年以上 5 年以下」を合計した 5 年以下の運営年数が 77%を占め、比較的
運営年数が短い。 
一方で、「ファンド一任グループ」は、「市民ファンド・市民テーマ解決グループ」、「寄
付プログラム混合グループ」に比べて、「10 年以上 20 年未満」と「20 年以上」を合計した
10 年以上の運営年数が 58％を占め、運営年数が比較的長いという特徴が見られた。 
寄付金額の税額控除が可能な「認定 NPO 法人」、「公益財団法人」の法人数や 5 年以下の
ファンドの運営年数の傾向については、第 4 章 2 節の基本属性で示したように、平成 20 年
12 月の公益法人制度改革関連三法施行や平成 23 年 4 月の改正 NPO 法施行により寄付優遇
税制の対象が拡大されるとともに、認定要件が緩和されたこと、さらに平成 23 年から平成
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図 5-5 グループ別寄付プログラム金額 
 
 
              
図 5-6 グループ別資金調達スキームタイプ 
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図 5-8 グループ別ファンド運営年数 
 
































































                    
 
＜補注＞ 





察-復興基金の 4 つの事例から-No45-3,pp13-18,2010.10 
2）  日本ファンドレイジング協会：寄付白書 2015,11,pp104-105 
3） 菅民郎著者：アンケートデータ分析、pp191-212、株式会社現代数学社、2010.11 
4） 内閣府：新しい公共支援事業の実施に関するガイドライン、pp1-5、2011.4 
5)   永富聡、藤木秀明、古賀崇史：地域まちづくりにおける市民ファンドの役割とその促
進策の検討、平成 26 年度国土政策関係研究支援事業研究成果報告書、p15、2014 
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質問項目の設定に際しては、第 2 章でレビューした永富らの研究 3）で整理されている課題
 72 
 




以上の文献を参照して、課題を整理した結果を表 6-1 に示す。永富らの研究 3）では、8
つの市民ファンドの運営主体を対象とし、ヒアリング調査を通じて市民ファンド運営上の
課題を整理している。この課題の内、本研究で定義している市民ファンドに該当する、ま














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































タイプ」の 29 団体を対象とした。 
分析方法は、前節の表 6-2に示す問 1 の回答結果を用いて分析する。次に、「当てはまる、
5 点」、「少し当てはまる、4 点」、「どちらでもない、3 点」、「あまり当てはまらない、2 点」、
「当てはまらない、1 点」と点数化した上で、それぞれの課題項目の平均値を算出し、全体





















































































































第 6 章 市民ファンド運営上の課題とその支援策の提案
この図の右のスネークチャート図より、全体的な傾向は、「④寄付者との信頼関係不足」
以外の 9 項目において、平均値が 3.00 を超えている。この 9 項目の中でも「⑦寄付による
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具体的な支援策を整理した結果を表 6-3 に示す。永富らの研究 3）では、有識者及び各フ













る 8 つの主体と 24 の具体的な課題を整理し、その課題を克服するための具体的な取り組み
として、27 の道筋を提案している。この 27 の道筋の内、「⑦寄付による財源不安定」の課



























ついては、アンケート調査を通じて検証する。分析方法は、表 6-4に示す問 17 の回答結果
























































表 6-4 市民ファンド運営支援策についてのアンケート調査内容 
   
 
 
表 6-5 課題と運営支援策のスピアマン順位相関係数 
 
 





























財源不足 0.156 0.1410 0.302* 0.321* 0.124
⑨資金調達の









分析データは、図 6-3 に示すように、「市民主体」で運営している市民ファンドｎ＝29 の内、
「全国レベル」で活動している市民ファンドｎ＝4 を除くｎ＝25 サンプルをともに、第 4
章 2 節のアンケート調査内容に示す問 6 の「継続的支援」の回答結果を使用する。また、






ープに比べて、運営年数「3 年以下」が 50%以上と高い傾向にある。 
次に、平均値の差を分析した結果を表 6-6 に示す。この表より、「④寄付者との信頼関係
不足」以外の 9 項目において、平均値が 3.00 を超え、課題として認識されている。この 9
項目の中でも「②団体の知名度が低い」、「⑦寄付による財源不安定」、「⑨資金調達の人材












収入内訳は、4 章 4 節で算出した年平均金額を用いた。また、寄付プログラム運用実態は、









 第 6 章 市民ファンド運営上の課題とその支援策の提案 
一方、「継続的支援」を受けていないグループでは、「継続的支援」を受けているグループ














           
 図 6-3 「継続的支援」グループ別活動範囲 
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 第 6 章 市民ファンド運営上の課題とその支援策の提案 
 
 



























































第 6 章 市民ファンド運営上の課題とその支援策の提案
て、課題として認識していない団体と認識している団体の寄付プログラムの運用割合や情
報収集、情報発信の手段を比較した上で、解決策を検討する。課題として認識していない





人みらいファンド沖縄」の 2 団体を示す。一方、課題として認識している団体は、8 団体が
該当する。この 8 団体の内、web サイトで事業報告書が掲載されている「認定 NPO 法人北







































 一方、課題として認識している団体の寄付プログラムの割合を見ると、5 章 4 節の寄付プ
ログラムの特性で示したように、「市民ファンド・市民テーマ解決グループ」、「寄付プログ
ラム混合グループ」の 2 つのグループの特徴が見られる。 
 
 


























の調査不足 0.358 0.393 0.756*** 0.583** 0.715*** 0.522* 0.354 0.237 0.252
※順位相関係数検定：*10%有意、**5%有意、***1%有意
「継続的支援」を受けていないグループ（活動範囲：市町村、都道府県（ｎ＝14）
50 50 ● ● ● ● ●
85 10 5 ● ● ● ● ● ●
10 90 ● ●
30 20 30 20 ● ● ● ●
30 10 50 10 ● ● ●
5 10 60 5 20 ● ● ●
100 ● ●
25 25 25 25 ● ● ● ●







































































































































































































































                    
＜補注＞ 
(1)  非営利組織（NPO 法人、協同組合、商工会議所、財団及び社団法人）及び公的セクタ
ー（政府や地方公共団体が直接もしくは財団法人などを介して形で経営する事業体） 
(2)  NPO 法人、公益財団法人、公益社団法人、一般財団法人、一般社団法人、法人格を持
っていない任意団体を指す。 
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第 7 章 結論






































 第 7章 結論 
以下、本章では結論として、各章から得られた知見をまとめる。 
 




























第 4 章 市民ファンド運営実態の把握 
































































ァンド一任グループ」の 3 つのグループに分類できた。この 3 つのグループの寄付プロ
グラム特性は、資金調達スキームタイプや法人形態、ファンドの運営年数の傾向に違い
があることを明らかにした。 
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北海道 5,683,062 57 367 6 5,384 54 2,147 40
青森県 1,475,728 15 44 3 1,309 13 410 31
岩手県 1,416,180 14 79 6 1,280 13 494 39
宮城県 2,365,320 24 144 6 2,334 23 814 35
秋田県 1,189,279 12 53 4 1,023 10 342 33
山形県 1,244,147 12 68 5 1,123 11 437 39
福島県 2,126,935 21 96 5 1,914 19 914 48
茨城県 2,985,676 30 115 4 2,918 29 823 28
栃木県 2,004,817 20 118 6 1,975 20 643 33
群馬県 2,024,852 20 191 9 1,973 20 870 44
埼玉県 6,938,006 69 218 3 7,261 73 2,149 30
千葉県 5,926,285 59 332 6 6,224 62 1,996 32
東京都 12,064,101 121 1,985 16 13,514 135 9,475 70
神奈川県 8,489,974 85 540 6 9,127 91 3,573 39
新潟県 2,475,733 25 111 4 2,305 23 713 31
富山県 1,120,851 11 36 3 1,067 11 368 34
石川県 1,180,977 12 72 6 1,154 12 361 31
福井県 828,944 8 66 8 787 8 243 31
山梨県 888,172 9 56 6 835 8 467 56
長野県 2,215,168 22 154 7 2,100 21 1,008 48
岐阜県 2,107,700 21 96 5 2,033 20 784 39
静岡県 3,767,393 38 233 6 3,701 37 1,275 34
愛知県 7,043,300 70 256 4 7,484 75 1,973 26
三重県 1,857,339 19 155 8 1,816 18 726 40
滋賀県 1,342,832 13 75 6 1,413 14 585 41
京都府 2,644,391 26 262 10 2,610 26 1,377 53
大阪府 8,806,081 88 740 8 8,839 88 3,590 41
兵庫県 5,505,740 55 292 5 5,537 55 2,205 40
奈良県 1,442,795 14 59 4 1,365 14 536 39
和歌山県 1,069,912 11 52 5 964 10 387 40
鳥取県 613,289 6 32 5 574 6 286 50
島根県 761,503 8 33 4 694 7 284 41
岡山県 1,950,828 20 109 6 1,922 19 813 42
広島県 2,878,915 29 138 5 2,845 28 860 30
山口県 1,527,964 15 87 6 1,405 14 429 31
徳島県 824,108 8 37 4 756 8 361 48
香川県 1,022,890 10 59 6 977 10 388 40
愛媛県 1,493,092 15 72 5 1,386 14 465 34
高知県 813,949 8 60 7 728 7 324 45
福岡県 5,015,699 50 283 6 5,103 51 1,804 35
佐賀県 876,654 9 47 5 833 8 377 45
長崎県 1,516,523 15 70 5 1,378 14 492 36
熊本県 1,859,344 19 104 6 1,787 18 758 42
大分県 1,221,140 12 70 6 1,167 12 512 44
宮崎県 1,170,007 12 53 5 1,104 11 435 39
鹿児島県 1,786,194 18 55 3 1,649 16 873 53





















































































































         







因子1 因子2 因子3 因子4
社会的信望 社会や理想への達成感 報酬 仲間との連携
社会的な信用を得たい 0.866 0.040 0.200 0.272
周りの人から信頼されたい 0.819 0.274 0.175 0.241
社会的な地位が得られるから 0.655 0.117 0.291 0.110
社会に奉仕していきたい 0.121 0.688 -0.190 0.431
地域がよくなれば自分の生活環もよくなる 0.114 0.684 0.122 0.154
地域に貢献したい 0.107 0.652 -0.225 0.409
活動することが自分の誇り 0.052 0.644 0.075 0.109
自分の理想を実現したいという目標 0.255 0.422 -0.108 -0.332
知識を生かすための代価として報酬がほしい 0.234 0.028 0.927 0.000
時間に見合った報酬がほしい 0.264 -0.071 0.825 0.062
仲間と一緒に活動したい 0.110 0.288 -0.052 0.646
新しい仲間を見つけたい 0.285 0.224 0.010 0.541













































付録 5 「参加の動機」確証的因子分析 
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